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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第108期中及び第110期中の「潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額」については、１株当たり中間純損

失が計上されており、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

第108期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」については、潜在株式は存在するものの１株当た

り当期純損失であるため記載しておりません。 

第109期中及び第109期の「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額」については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 
  

第一部 【企業情報】

回次 第108期中 第109期中 第110期中 第108期 第109期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 2,858 2,452 2,311 5,749 4,710

経常損益(△は損失) (百万円) △398 22 △133 △904 △74

中間(当期)純損益 
(△は損失)

(百万円) △265 23 △46 △1,970 10

持分法を適用した場合 
の投資損益(△は損失)

(百万円) △1 △23 0 △10 △34

資本金 (百万円) 3,049 3,234 3,443 3,049 3,234

発行済株式総数 (株) 26,276,266 28,276,266 30,276,266 26,276,266 28,276,266

純資産額 (百万円) 6,022 4,735 4,980 4,410 4,694

総資産額 (百万円) 9,607 9,375 9,354 9,269 9,186

１株当たり純資産額 (円) 229.98 168.08 165.14 168.47 166.68

１株当たり中間(当期) 
純損益金額(△は損失)

(円) △10.15 0.86 △1.65 △75.26 0.38

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

自己資本比率 (％) 62.7 50.5 53.2 47.6 51.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △50 △278 △343 △481 △93

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 14 △116 106 50 △229

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △65 317 282 821 252

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 290 704 756 781 710

従業員数 (人) 282 184 180 186 180



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。 

また、関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、当社から他社への出向者（１人）を除き、嘱託(９人)を含んでおります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

従業員数(人) 180



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間会計期間におけるわが国の経済は、公共投資は引き続き低調でありましたものの、堅調な企業

収益を背景とした設備投資の増加や雇用情勢の改善により景気は回復基調で推移いたしました。  

 このような情勢のもとで、当社は３カ年（平成19年３月期～平成21年３月期）の事業再構築計画に基

づき、不採算事業の縮小、成長事業への経営資源の集中、新規事業の育成等に取り組み、業績の早期回

復と収益構造の変革に懸命の努力を傾注してまいりました。  

 その結果、当中間会計期間の売上高は、成長事業の柱となる高付加価値品の拡販成果は得られました

が、不採算銘柄の出荷数量を大幅に減少させた影響などにより、前年同期実績を下回る2,311百万円と

なりました。また、損益面につきましては、生産の合理化や効率化に取り組み、その成果を上げること

が出来ましたが、主要原燃料価格の上昇及び販売価格是正の遅れ等の影響を受け、経常損失は133百万

円、中間純損失は46百万円といずれも前年同期実績を下回りました。  

 なお、当社は、取引関係の強化を目的として、平成19年９月20日に株式会社東芝に対して、発行新株

式数200万株、発行総額418百万円の第三者割当増資を実施いたしました。 

 主要製品別の概況は、次のとおりであります。 

  

(酸化チタン) 

 酸化チタンにつきましては、高付加価値品の超微粒子酸化チタンは主要ユーザーでの使用量の増加な

どにより出荷数量を前年同期比で13.3％増加させることが出来ましたが、不採算銘柄の出荷数量を大幅

に減少させましたので、全体の出荷数量は減少いたしました。  

 この結果、酸化チタンの売上高は1,321百万円（前年同期比7.2％減）となりました。 

  

(酸化鉄) 

 顔料用酸化鉄につきましては、鋭意拡販に努めました結果、トナー用酸化鉄の新製品や塗料向け製品

の出荷数量が増加いたしましたので、出荷数量は前年同期実績を上回りました。一方、磁性材料用酸化

鉄につきましては、ＤＶＤ等の代替記録メディアの普及に伴う磁気テープ関連市場の縮小に対応し、事

業を大幅に縮小いたしましたので、出荷数量が減少いたしました。  

 この結果、酸化鉄の合計売上高は894百万円（前年同期比4.9％減）となりました。 

  



(2) キャッシュ・フロー 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ45

百万円増加し、756百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは△343百万円（前中間会計期間△278百

万円）となりました。  

 これは、減価償却費（151百万円）などの資金増がありましたものの、税引前中間純損失（44百万

円）、棚卸資産の増加（341百万円）などの資金減によるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは＋106百万円（前中間会計期間△116百

万円）となりました。  

 これは、有形固定資産の取得（87百万円）などへの資金使用がありましたものの、有形固定資産の売

却（129百万円）などの資金獲得によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは＋282百万円（前中間会計期間＋317百

万円）となりました。  

 これは、短期借入金（10百万円）と長期借入金（123百万円）の返済がありましたものの、株式の発

行による収入（418百万円）によるものであります。  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を主要製品別に示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は期中平均販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は生産に関し外注は行っておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社は受注生産は行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を主要製品別に示すと次のとおりであります。 

  

 
  
(注) １ 前中間会計期間及び当中間会計期間における輸出販売高及び輸出割合 

 
  

２ 主な輸出先及び輸出販売高に対する割合 

 
  

３ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合 

 
  

４ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

主要製品別 金額(百万円) 前年同期比増減(％)

酸化チタン 1,109 16.5

酸化鉄 958 4.7

その他 86 21.0

合計 2,154 11.1

主要製品別 金額(百万円) 前年同期比増減(％)

酸化チタン 1,321 △7.2

酸化鉄 894 △4.9

その他 95 9.3

合計 2,311 △5.8

主要製品別

前中間会計期間 当中間会計期間

輸出販売高
(百万円)

輸出割合
(％)

輸出販売高
(百万円)

輸出割合 
(％)

酸化チタン 257 18.1 176 13.3

酸化鉄 112 11.9 73 8.2

合計 369 15.1 249 10.8

輸出先 前中間会計期間(％) 当中間会計期間(％)

アジア 76.4 62.9

その他 23.6 37.1

合計 100.0 100.0

相手先
前中間会計期間 当中間会計期間

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

稲畑産業株式会社 808 33.0 779 33.7

小西安株式会社 557 22.7 415 18.0

森下産業株式会社 363 14.8 400 17.3



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社は創業以来、研究開発活動を重視し、格段の努力を傾注してまいりました。  

 研究開発は研究開発第１部及び研究開発第２部によって推進され、当該業務には全従業員の約16％にあ

たる29名が携わっており、主要製品である酸化チタン及び酸化鉄の開発・製造・販売を通して培った技術

と情報の蓄積を活かし、既存事業系統にとらわれることなく幅広いテーマに取り組んでおります。  

 当中間会計期間における活動内容につきましては、経営方針に基づいて、事業構造の変革と長期的な発

展に結びつく新製品の開発に取り組むとともに、既存製品の改良や応用の研究に積極的に取り組んでおり

ます。  

 具体的には、新製品といたしまして、超微粒子酸化チタン、導電性酸化チタン、無機酸化物複合材料、

化粧品用材料等の研究開発に挑み、着実な成果を上げております。また、既存製品につきましては、顔料

用酸化鉄、トナー用酸化鉄等の改良及び応用の研究を行い、逐次採用が決定するなど、製品のライフサイ

クルに円滑に対応しております。  

 なお、当中間会計期間における研究開発費の総額は121百万円であります。  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前事業年度末において、重要な設備の新設、除却等の計画はなく、当中間会計期間においても、新たに

確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注）  発行済株式総数増減数、資本金増減額及び資本準備金増減額は株式会社東芝に対する第三者割当増資による増

 加であります。 

 なお、本増資による発行価格は、１株につき209円、資本組入額は104.5円であります。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 84,000,000

計 84,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 30,276,266 30,276,266
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 30,276,266 30,276,266 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年９月20日 2,000,000 30,276,266 209 3,443 209 1,238



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
（注） 株式会社東芝は、平成19年９月20日に当社が第三者割当増資のため発行した株式を100%引受けたことによ 

 り、大株主となっております。 

  

(6) 【議決権の状況】 

  

① 【発行済株式】 
平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が14,000株(議決権14個)含ま

 れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式743株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 
平成19年９月30日現在 

 
(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。 

なお、当該株式数は、上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含まれておりま

す。 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

稲畑産業株式会社 大阪市中央区南船場１丁目15－14 2,109 6.97

株式会社東芝 東京都港区芝浦１丁目１－１ 2,000 6.61

株式会社山口銀行 山口県下関市竹崎町４丁目２－36 1,282 4.24

株式会社山田事務所 山口県下松市大字平田460 961 3.18

小西安株式会社 東京都中央区日本橋本町２丁目６－３ 860 2.84

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13－１ 771 2.55

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26－１ 572 1.89

三 津 原 博 横浜市青葉区 512 1.69

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 504 1.66

秋 田 武 松 千葉県我孫子市 432 1.43

計 ― 10,005 33.05

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 119,000

― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 29,846,000 29,846 ―

単元未満株式  
普通株式 311,266 ― ―

発行済株式総数 30,276,266 ― ―

総株主の議決権 ― 29,846 ―

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
チタン工業株式会社

山口県宇部市大字 
小串1978番地の25

119,000 ― 119,000 0.39

計 ― 119,000 ― 119,000 0.39



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 198 193 314 275 270 242

最低(円) 174 175 179 222 190 210



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(自平成18年４月１日至平成18年９月30日)は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間(自平成19年４月１日至平成19年９月30日)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(自平成18年４月１日至平成18年９月

30日)の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計

期間(自平成19年４月１日至平成19年９月30日)の中間財務諸表について、太陽ＡＳＧ監査法人の中間監査

を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２

項により、当社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合

理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりでありま

す。 

 資産基準     0.1％ 

 売上高基準    1.9％ 

 利益基準     3.5％ 

 利益剰余金基準  5.9％ 

※会社間項目の消去前の数値により算出しております。 

  



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※2 705 757 712

 ２ 受取手形 ※4 513 296 323

 ３ 売掛金 506 512 520

 ４ 棚卸資産 1,893 2,343 2,002

 ５ その他 75 43 101

   流動資産合計 3,694 39.4 3,954 42.3 3,659 39.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※1.2

  (1) 建物 1,445 1,369 1,418

  (2) 機械装置 2,079 2,051 2,098

  (3) その他 482 529 420

   有形固定資産合計 4,007 3,949 3,936

 ２ 無形固定資産 2 2 2

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※2 1,140 912 1,044

  (2) その他 540 545 552

  (3) 貸倒引当金 △10 △10 △10

   投資その他の資産 
   合計

1,670 1,447 1,587

   固定資産合計 5,680 60.6 5,399 57.7 5,526 60.2

   資産合計 9,375 100.0 9,354 100.0 9,186 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※4 20 19 22

 ２ 買掛金 451 476 499

 ３ 短期借入金 ※2 800 750 760

 ４ １年以内返済予定の 
   長期借入金

※2 147 270 270

 ５ 賞与引当金 37 43 42

 ６ 事業再構築引当金 3 0 2

 ７ その他 ※4.5 536 541 423

   流動負債合計 1,996 21.3 2,102 22.5 2,020 22.0

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※2 1,202 932 1,055

 ２ 退職給付引当金 1,116 1,087 1,114

 ３ その他 324 252 300

   固定負債合計 2,643 28.2 2,271 24.3 2,470 26.9

   負債合計 4,640 49.5 4,374 46.8 4,491 48.9

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 3,234 3,443 3,234

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 1,029 1,238 1,029

   資本剰余金合計 1,029 1,238 1,029

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 23 △36 10

   利益剰余金合計 23 △36 10

 ４ 自己株式 △17 △20 △18

   株主資本合計 4,269 45.5 4,624 49.4 4,255 46.3

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

465 355 439

   評価・換算 
   差額等合計

465 5.0 355 3.8 439 4.8

   純資産合計 4,735 50.5 4,980 53.2 4,694 51.1

   負債・純資産合計 9,375 100.0 9,354 100.0 9,186 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,452 100.0 2,311 100.0 4,710 100.0

Ⅱ 売上原価 2,013 82.1 1,976 85.5 3,935 83.5

   売上総利益 439 17.9 335 14.5 775 16.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 428 17.4 444 19.2 849 18.0

   営業利益又は 
   営業損失(△)

11 0.5 △108 △4.7 △73 △1.6

Ⅳ 営業外収益 ※1 48 1.9 24 1.1 81 1.7

Ⅴ 営業外費用 ※2 37 1.5 49 2.1 82 1.7

   経常利益又は 
   経常損失(△)

22 0.9 △133 △5.8 △74 △1.6

Ⅵ 特別利益 ※3 8 0.3 144 6.3 105 2.2

Ⅶ 特別損失 ※4.5 5 0.2 55 2.4 15 0.3

   税引前中間(当期) 
   純利益又は税引前 
      中間純損失(△)

25 1.0 △44 △1.9 15 0.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

2 0.1 2 0.1 5 0.1

   中間(当期)純利益 
      又は中間純損失(△)

23 0.9 △46 △2.0 10 0.2



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

株主資本
評価・換算
差額等

新株予約権 純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券 
評価差額金資本準備金

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高
(百万円)

3,049 2,815 △1,970 △16 3,878 531 2 4,412

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 184 184 － － 368 － － 368

 中間純利益 － － 23 － 23 － － 23

 自己株式の取得  － － － △1 △1 － － △1

 資本準備金の取崩 － △1,970 1,970 － － － － －

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

－ － － － － △65 △2 △68

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

184 △1,786 1,993 △1 390 △65 △2 322

平成18年９月30日残高
(百万円)

3,234 1,029 23 △17 4,269 465 － 4,735

株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券 
評価差額金資本準備金

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高
(百万円)

3,234 1,029 10 △18 4,255 439 4,694

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 209 209 － － 418 － 418

 中間純損失 － － △46 － △46 － △46

 自己株式の取得 － － － △1 △1 － △1

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

－ － － － － △83 △83

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

209 209 △46 △1 369 △83 285

平成19年９月30日残高
(百万円)

3,443 1,238 △36 △20 4,624 355 4,980



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

株主資本
評価・換算
差額等

新株予約権 純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券 
評価差額金資本準備金

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高
(百万円)

3,049 2,815 △1,970 △16 3,878 531 2 4,412

事業年度中の変動額

 新株の発行 184 184 － － 368 － － 368

 当期純利益 － － 10 － 10 － － 10

 自己株式の取得 － － － △2 △2 － － △2

 資本準備金の取崩 － △1,970 1,970 － － － － －

 株主資本以外の項目の事業 
 年度中の変動額(純額)

－ － － － － △92 △2 △94

事業年度中の変動額合計
(百万円)

184 △1,786 1,981 △2 376 △92 △2 281

平成19年３月31日残高
(百万円)

3,234 1,029 10 △18 4,255 439 － 4,694



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税引前中間(当期)純利益又は 
   税引前中間純損失(△)

25 △44 15

 ２ 減価償却費  146 151 299

 ３ 減損損失 ― ― 8

 ４ 貸倒引当金の増減額 
   (減少:△)

― 0 ―

 ５ 賞与引当金の増減額 
   (減少:△)

△0 0 3

 ６ 退職給付引当金の増減額 
   (減少:△)

△4 △26 △6

 ７ 受取利息及び受取配当金 △13 △14 △28

 ８ その他の営業外収益 △34 △10 △48

 ９ 支払利息 26 27 51

 10 その他の営業外費用 9 19 18

 11 投資有価証券売却益 ― ― △94

 12 その他の特別利益 △8 △144 △10

 13 有形固定資産の除却損 5 39 6

 14 その他の特別損失 ― 7 ―

 15 売上債権の増減額 
   (増加:△)

△252 33 △75

 16 棚卸資産の増減額 
   (増加:△)

79 △341 △28

 17 仕入債務の増減額 
   (減少:△)

△174 10 △136

 18 未払消費税等の増減額 
   (減少:△)

△4 △22 1

   小計 △200 △312 △23

 19 利息及び配当金の受取額 12 14 28

 20 利息の支払額 △20 △27 △47

 21 法人税等の支払額 △5 △5 △5

 22 その他の収入 22 7 60

 23 その他の支出 △87 △19 △106

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△278 △343 △93

Ⅱ 投資活動による
  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入れによる支出 △1 △1 △1

 ２ 定期預金の払戻しによる収入 1 1 1

 ３ 有形固定資産の取得による 
   支出

△114 △87 △326

 ４ 有形固定資産の売却による 
   収入

― 129 0

 ５ 投資有価証券の売却による 
   収入

― 47 94

 ６ 関係会社への出資による支出 ― ― △9

 ７ 貸付けによる支出 △2 △2 △4

 ８ 貸付金の回収による収入 ― ― 12

 ９ その他の支出 △1 △7 △3

 10 その他の収入 0 27 5

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△116 106 △229



 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の返済による支出 △47 △10 △87

 ２ 長期借入金の返済による支出 ― △123 △23

 ３ 株式の発行による収入 366 418 366

 ４ 自己株式の取得による支出 △1 △1 △2

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

317 282 252

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

0 △0 0

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
  (減少：△)

△77 45 △70

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 781 710 781

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※ 704 756 710



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

―――

(1) 有価証券

 子会社株式

  移動平均法による原価

法

(1) 有価証券

 子会社株式

  移動平均法による原価

法

 その他有価証券

  時価のあるもの

   中間期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定)

 その他有価証券

  時価のあるもの

   中間期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定)

 その他有価証券

  時価のあるもの

   期末日の市場価格等

に基づく時価法

   (評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定)

  時価のないもの

   移動平均法による原

価法

  時価のないもの

   移動平均法による原

価法

  時価のないもの

   移動平均法による原

価法

(2) 棚卸資産

 製品

  後入先出法による原価

法

(2) 棚卸資産

 製品

同左

(2) 棚卸資産

 製品

同左

 原材料、仕掛品、貯蔵品

  移動平均法による原価

法

 原材料、仕掛品、貯蔵品

同左

 原材料、仕掛品、貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

定額法によっておりま

す。

 なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。

建物 ３～47年

機械装置 ４～12年

(1) 有形固定資産

定額法によっておりま

す。

 なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。

建物 ３～47年

機械装置 ４～12年

(1) 有形固定資産

定額法によっておりま

す。

 なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。

建物 ３～47年

機械装置 ４～12年

(会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴い、当

中間会計期間より、平成19

年４月１日以降に取得した

有形固定資産については、

改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更して

おります。 

これによる損益に与える影

響は軽微であります。

(2) 無形固定資産

定額法によっておりま

す。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

 従業員の臨時給与の支給

に備えるため、当中間会

計期間に負担すべき支給

見込額を計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

 従業員の臨時給与の支給

に備えるため、当期に負

担すべき支給見込額を計

上しております。

(3) 事業再構築引当金

 事業再構築計画の実行に

伴い発生することが見込

まれる費用に備えるた

め、その合理的な見込額

を計上しております。

(3) 事業再構築引当金

同左

(3) 事業再構築引当金

同左

(4) 退職給付引当金

 従業員の退職金の支給に

備えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末に

おいて発生していると認

められる額を計上してお

ります。

 数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)に

よる定額法により、翌期

から費用処理することと

しております。

(4) 退職給付引当金

同左

 

(4) 退職給付引当金

 従業員の退職金の支給に

備えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき

計上しております。

 数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)に

よる定額法により、翌期

から費用処理することと

しております。

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。

同左 外貨建金銭債権債務は、期

末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。

５ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

６ ヘッジ会計の方法 外貨建売上取引について、

外貨建売上計上時と外貨決

済(外貨入金)時との為替レ

ートの変動による損益への

影響を回避する目的で、原

則として、外貨建売上取引

の都度、当該取引額の為替

予約をいたしております。

また、為替予約が付されて

いる外貨建金銭債権債務に

ついては、振当処理を行っ

ております。

同左 同左

７ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲

中間キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に満期日の到来する短期投

資を計上しております。

同左 キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する短期投資を

計上しております。

８ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17年

12月９日企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日企業会計基準適用指針第８号）を

適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は 4,735百万円であり

ます。 

中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間財務諸

表は、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当期から「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」(企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用してお

ります。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は4,694百万円であり

ます。 

財務諸表等規則の改正により、当期

における財務諸表は、改正後の財務

諸表等規則により作成しておりま

す。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産

減価償却 
累計額

25,068百万円

※１ 有形固定資産

減価償却 
累計額

25,130百万円

※１ 有形固定資産

減価償却
累計額

25,209百万円

 

 

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保資産

現金及び預金 105百万円

有形固定資産

 建物
1,118百万円
(1,118百万円)

 機械装置
827百万円

(  827百万円)

 その他
64百万円

(  64百万円)

投資有価証券 285百万円

計
2,401百万円
(2,011百万円)

上記のうち( )内書きは工場財
団根抵当を示しております。

担保付債務

短期借入金 650百万円

１年以内返済予定の 
長期借入金

147百万円

長期借入金 1,202百万円

計 1,999百万円

 

 

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保資産

現金及び預金 105百万円

有形固定資産

 建物
1,032百万円

( 1,032百万円)

 機械装置
700百万円

(  700百万円)

 その他
58百万円

(  58百万円)

投資有価証券 230百万円

計
2,127百万円

(  1,791百万円)

上記のうち( )内書きは工場財
団根抵当を示しております。

担保付債務

短期借入金 650百万円

１年以内返済予定の
長期借入金

270百万円

長期借入金 932百万円

計 1,852百万円

 

 

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保資産

現金及び預金 105百万円

有形固定資産

建物
1,075百万円
(1,075百万円)

機械装置
767百万円

( 767百万円)

その他
61百万円

(  61百万円)

投資有価証券 281百万円

計
2,290百万円
(1,904百万円)

上記のうち( )内書きは工場財
団根抵当を示しております。

担保付債務

短期借入金 650百万円

１年以内返済予定の 
長期借入金

270百万円

長期借入金 1,055百万円

計 1,976百万円

 ３ 受取手形割引高 745百万円  ３ 受取手形割引高 897百万円  ３ 受取手形割引高 876百万円

※４ 中間期末日満期手形

中間期末日満期手形の会計処理

については、手形交換日に決済

する方法をとっております。 

なお、当中間会計期間の末日は

金融機関の休日であるため、次

の中間期末日満期手形が中間期

末残高に含まれております。

受取手形 2百万円

支払手形 0百万円

流動負債 その他 0百万円

※４ 中間期末日満期手形

中間期末日満期手形の会計処理

については、手形交換日に決済

する方法をとっております。 

なお、当中間会計期間の末日は

金融機関の休日であるため、次

の中間期末日満期手形が中間期

末残高に含まれております。

受取手形 2百万円

支払手形 0百万円

※４ 期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日に決済する

方法をとっております。

なお、当期の末日は金融機関の

休日であるため、次の期末日満

期手形が期末残高に含まれてお

ります。

受取手形 9百万円

支払手形 0百万円

流動負債 その他 0百万円

※５ 消費税等の取扱い

  仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。

※５ 消費税等の取扱い

同左

※５     ―――



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
(注) 普通株式の発行済株式の株式数の増加は、新株予約権の行使によるものであります。 

  

２ 自己株式に関する事項 

   
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) 平成18年第１回新株予約権の株式数の減少は、新株予約権の行使によるものであります。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 8百万円

受取配当金 5百万円

不動産賃貸料 11百万円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 8百万円

受取配当金 6百万円

不動産賃貸料 5百万円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 17百万円

受取配当金 10百万円

不動産賃貸料 21百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 26百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 27百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 51百万円

 

※３ 特別利益の主要項目

事業再構築引当金戻入額 8百万円

※３ 特別利益の主要項目

建物土地売却益 127百万円

事業譲渡益 17百万円

※３ 特別利益の主要項目

事業再構築引当金戻入額 10百万円

投資有価証券売却益 94百万円

 

※４ 特別損失の主要項目

固定資産除却損 5百万円
 

※４ 特別損失の主要項目

固定資産除却損 39百万円

※４ 特別損失の主要項目

固定資産除却損 6百万円

減損損失 8百万円

 ※５     ―――  ※５     ――― ※５ 減損損失
事業再構築に伴い事業を縮小した磁性
酸化鉄関連の機械装置のうち、将来の
使用が見込まれていない遊休資産につ
いて回収可能価額まで減額し、当該減
損額を減損損失(8百万円)として特別
損失に計上しております。 
なお、当該資産の回収可能価額は、正
味売却額としております。

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 145百万円

無形固定資産 0百万円

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 151百万円

無形固定資産 0百万円

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 298百万円

無形固定資産 0百万円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 26,276,266 2,000,000 ― 28,276,266

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 97,438 5,610 ― 103,048

会社名 新株予約権の内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当中間会計
期間末残高
(百万円)

前事業
年度末

増加 減少
当中間 

会計期間末

提出会社
平成18年 
第１回新株予約権

普通株式 2,000,000 ― 2,000,000 ― ―



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
(注) 普通株式の発行済株式の株式数の増加は、第三者割当増資によるものであります。 

  
２ 自己株式に関する事項 

   
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
(注) 普通株式の発行済株式の株式数の増加は、新株予約権の行使によるものであります。 

  

２ 自己株式に関する事項 

   
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) 平成18年第１回新株予約権の株式数の減少は、新株予約権の行使によるものであります。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 28,276,266 2,000,000 ― 30,276,266

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 111,401 8,342 ― 119,743

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 26,276,266 2,000,000 － 28,276,266

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 97,438 13,963 － 111,401

会社名 新株予約権の内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当事業年度
末残高 
(百万円)

前事業
年度末

増加 減少
当事業 
年度末

提出会社
平成18年 
第１回新株予約権

普通株式 2,000,000 － 2,000,000 － －



次へ 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

(平成18年９月30日現在)

現金及び預金 705百万円

預入期間が３ケ月 
を超える定期預金

△1百万円

現金及び 
現金同等物

704百万円

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

(平成19年９月30日現在)

現金及び預金 757百万円

預入期間が３ケ月
を超える定期預金

△1百万円

現金及び 
現金同等物

756百万円

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

現金及び預金 712百万円

預入期間が３ケ月
を超える定期預金

△1百万円

現金及び
現金同等物

710百万円

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

工具 
器具 
備品

26 17 9

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

工具 
器具 
備品

13 8 4

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

工具
器具
備品

17 11 6

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 4百万円

１年超 4百万円

合計 9百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 2百万円

１年超 2百万円

合計 4百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 3百万円

１年超 3百万円

合計 6百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 2百万円

減価償却費 
相当額

2百万円

支払利息相当額 0百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 1百万円

減価償却費
相当額

1百万円

支払利息相当額 0百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 5百万円

減価償却費
相当額

5百万円

支払利息相当額 0百万円

(4) 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

 ・減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

(4) 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

同左

 ・利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっておりま

す。



次へ 

(有価証券関係) 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

 
  

(持分法損益等) 

  

 
  

  

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

１ その他有価証券で時価のあるも

の

取得原価 
  

(百万円) 

中間貸借 
対照表 
計上額 
(百万円)

差額 
  

(百万円)

株式 333 1,120 787

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 333 1,120 787

１ その他有価証券で時価のあるも

の

取得原価
  

(百万円) 

中間貸借
対照表 
計上額 

(百万円)

差額
  

(百万円)

株式 286 891 605

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 286 891 605

１ その他有価証券で時価のあるも

の

取得原価
  

(百万円)

貸借 
対照表 
計上額 
(百万円)

差額 
  

(百万円)

株式 286 1,024 738

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 286 1,024 738

２ 時価評価されていない有価証券

中間貸借対照表計上額

  その他有価証券

非上場株式 20百万円

２ 時価評価されていない有価証券

中間貸借対照表計上額

  その他有価証券

非上場株式 20百万円

２ 時価評価されていない有価証券

貸借対照表計上額

  その他有価証券

非上場株式 20百万円

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

当社のデリバティブ取引にはすべて

ヘッジ会計が適用されているため、

該当事項はありません。

当社は、デリバティブ取引を利用し

ていないので該当事項はありませ

ん。

当社のデリバティブ取引にはすべて

ヘッジ会計が適用されているため、

該当事項はありません。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

関連会社に対する投資の金額

239百万円

持分法を適用した場合の投資の金額

169百万円

持分法を適用した場合の投資損失の

金額

23百万円

 

 

関連会社に対する投資の金額

239百万円

持分法を適用した場合の投資の金額

171百万円

持分法を適用した場合の投資利益の

金額

0百万円

 

 

関連会社に対する投資の金額

239百万円

持分法を適用した場合の投資の金額

169百万円

持分法を適用した場合の投資損失の

金額

34百万円



前へ 

(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 168円08銭 １株当たり純資産額 165円14銭 １株当たり純資産額 166円68銭

１株当たり中間純利益 
金額

0円86銭
１株当たり中間純損失
金額

1円65銭
１株当たり当期純利益 
金額

0円38銭

１ 当中間会計期間の「潜在株式調

整後１株当たり中間純利益金

額」については、潜在株式が存

在しないため記載しておりませ

ん。

１ 当中間会計期間の「潜在株式調

整後１株当たり中間純利益金

額」については、１株当たり中

間純損失が計上されており、ま

た、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

１ 当期の「潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額」について

は、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

２ １株当たり中間純利益金額の算

定上の基礎

中間純利益 23百万円

普通株主に帰属 
しない金額

―百万円

普通株式に係る 
中間純利益

23百万円

期中平均株式数 26,761,960株

２ １株当たり中間純損失金額の算

定上の基礎

中間純損失 46百万円

普通株主に帰属
しない金額

―百万円

普通株式に係る
中間純損失

46百万円

期中平均株式数 28,281,325株

２ １株当たり当期純利益金額の算

定上の基礎

当期純利益 10百万円

普通株主に帰属 
しない金額

―百万円

普通株式に係る 
当期純利益

10百万円

期中平均株式数 27,463,073株

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

平成18年10月２日付けで、当社の生

産業務及び場内物流業務を行うＴＫ

サービス株式会社（資本金9百万円

当社100％出資）を設立しておりま

す。

――― 

 

――― 

 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

 （１）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第109期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月29日中国財務局長
に提出 

  

 （２）有価証券報告書の訂正報告書 

訂正報告書（上記（１）有価証券報告書の訂正報告書）を平成19年８月29日中国財務局長に提出 

  

 （３）有価証券届出書（第三者割当による増資）及びその添付書類 

平成19年８月29日中国財務局長に提出 

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月22日

チタン工業株式会社 

取 締 役 会  御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているチタン工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第109期事業年度の中間会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、チタン工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

太陽ＡＳＧ監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  遠  藤     了  ㊞

業務執行社員 公認会計士  小 笠 原     直  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月21日

チタン工業株式会社 

取 締 役 会  御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているチタン工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第110期事業年度の

中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、チタン工業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

太陽ＡＳＧ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  遠  藤     了  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小 笠 原     直  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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